〔 要 求 〕

	９－（１）自治体財政の悪化により、職員の賃金削減や住民サービスの悪影響が懸念されることから、一般会計、公営企業会計、第３セクターなどを含む2014年度決算状況、財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の内容について説明すること。


〔 解 説 〕

2007年に自治体財政健全化法が国会で成立し、各自治体では毎年度、以下の「財政健全化判断比率」を、監査委員の審査に附した上で議会に報告し、公表することになりました。

①　財政健全化判断比率のうち、ア～エの指標がひとつでも基準を超えた場合、早期健全化団体又は財政再生団体となる。

ア　実質赤字比率

　　　　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

　　　　　　　　

基　準　

	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
	3.75％
	５％

	市町村・特別区
	11.25％～15％
	20％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　イ　連結実質赤字比率

　　　　全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

基　準
	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
	8.75％
	15％

	市町村・特別区
	16.25％～20％
	30％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ウ　実質公債費比率（３ヶ年平均）

基　準
	　　早期健全化基準
	財政再生基準

	　　　　　　25％
	35％


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　エ　将来負担比率

基　準
	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
政令指定都市
	400％
	

	市町村・特別区
	350％
	


②　公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度公営企業ごとに「資金不足比率」を監査委員の審査に附した上で、議会に報告し公表する。これが、「経営健全化基準」以上の場合は「経営が悪化した要因」の分析結果を踏まえ経営健全化計画を定めなければならない。

ア　公営企業の資金不足比率

　　　　公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率

　　基　準

	経営健全化基準
	20％


③　第３セクターについては、出資比率が50％以上又は、出資割合が50％未満の場合は実質的に主導的な立場を有している場合、連結実質赤字比率の対象になります。

以上、労働組合として財政状況をしっかり把握し、財政が悪化している場合は、その原因を追求する必要があります。

〔 要 求 〕※早期健全化団体に該当した単組のみ
	９
（２）早期健全化団体に該当した原因を明らかにし、安易な賃金合理化で財政を建て直す計画内容にしないこと。

（３）財政健全化計画書（案）については、事前に労使協議を行い、議会に提出すること。


〔 解 説 〕

早期健全化団体を回避するために、基金の取り崩しや住民感情を理由に一般財源に充当されている人件費削減が考えられるため、計画書（案）については、議会に提出する前にかならず、労使協議をする必要があります。
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